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本日は，「平成２８年度 第２四半期決算」について発表させていただきます。

本題に入る前に，まずもって，１０月２１日に発生した鳥取県における地震により，

被災された皆さまに，心からお見舞い申し上げます。

島根原子力発電所では異常がないことを確認しておりますが，この地震により  

鳥取県および岡山県内で延べ約７７，１００戸の停電が発生しました。

当社では，平成３年の台風１９号や平成１２年の鳥取県西部地震などへの対応を 

踏まえ，平時から復旧用の資機材の確保に努めるとともに，災害に備えた訓練に鋭意

取り組んできました。

その成果もあり，今回の停電については，発生から３時間半後には復旧することが

できましたが，多くの皆さまにご迷惑をおかけしましたことを，深くお詫び申し上げます。

 それでは，「平成２８年度 第２四半期決算」について発表させていただきます。 

詳細は後ほど担当役員からご説明いたしますので，私からは概要をお話しします。 

 第２四半期決算は，一言で申しますと，連結・個別ともに「減収・増益」となり   

ました。 

 連結の売上高については，販売電力量の増加に加え，「再生可能エネルギーの固定

価格買取制度」に基づく交付金や賦課金の増加はあったものの，燃料費調整制度の 

影響などにより，前年同期に比べ２５７億円の減収となりました。 

 一方，営業費用は，再生可能エネルギーに係る納付金などの増加はありましたが，

燃料価格の低下による原料費の減少や修繕費の減少に加えて，経営全般の効率化に 

努めたことなどにより，前年同期に比べ３４１億円の減少となり，これらの結果，  

連結の経常利益は，前年同期に比べ７１億円増益の３０８億円となりました。



 続いて，平成２８年度の業績見通しですが，第２四半期決算から一転し，    

「減収・減益」となる厳しい収支を想定しております。 

売上高については，前年度に比べ，販売電力量の増加を見込んでいるものの，   

燃料費調整制度の影響による電気料金収入の減少などから，連結の売上高は    

１兆１，９３０億円と，前年度から３８５億円の減収を見込んでいます。 

これまで，島根２号機の再稼働時期を具体的に見通すことができないことから， 

「未定」としてきましたが，新規制基準で求められている緊急時対策所の運用開始が，

平成２８年度内は困難な状況にあることを踏まえ，原子力発電所が年度内に    

稼働しないことを前提に，新たに算定いたしました。

通年の利益予想については，コスト優位性のある石炭火力発電所利用の増加に加え，

経営全般にわたる効率化努力を織り込んでいるものの，燃料価格の上昇傾向を踏まえると，

特に第３四半期以降，燃料費調整制度の期ずれによる影響が悪化することを    

見積もらざるをえません。したがって，連結の経常利益は前年度に比べ２０２億円減益の

１９０億円，親会社株主に帰属する当期純利益は１６１億円減益の１１０億円を  

見込んでいます。 

なお，中間配当については，配当方針に従い「２５円」とさせていただきました。   

一方，期末配当につきましては，今後の経営環境等がいまだ不透明であることから，

株主の皆さまには大変申し訳ございませんが，引き続き「未定」としています。 

次に，原子力発電に関する近況について，ご説明させていただきます。 

島根原子力発電所については，２号機の新規制基準への適合性確認はもちろんのこと，

７月に廃止措置を申請した１号機についても，国の審査対応に真摯に取り組んでいる

ところです。 

現地では，緊急時対策所やガスタービン発電機の設置工事など，新規制基準への 

対応を鋭意進めていますが，引き続き発電所の更なる安全性の向上を目指して，自主的な

対策にも積極的に取り組んでまいります。 

上関地点については，ご承知のとおり，先日，山口県から公有水面の埋立免許伸長

許可をいただきました。あわせて，「発電所本体の着工時期の見通しがつくまでは，

埋立工事を施行しない」よう，ご要請もいただいています。 

当社は，ご要請の趣旨を重く受け止め，埋立工事の施行については慎重に対応する

こととし，発電所本体の着工時期の見通しがついたと判断できる状況になった時点で，

改めて山口県にご相談させていただきたいと考えています。 

上関原子力開発については，地元の経済界などからも，折に触れ，早期開発に期待  

する声を頂戴しているところであり，当社としては，できるだけ早く計画全体の見通し

が得られるよう，発電所の安全な設備形成に向けて，新規制基準をはじめ，最新の  

知見を取り込みつつ，検討を進めてまいります。 



先ほど，第２四半期決算等についてお話ししましたが，当社の収支全体が燃料費の

増減といった外部的な要因に大きく左右されるという，近年の状況に何ら変わりは 

ありません。足下では既に，燃料価格は上昇に転じており，この傾向が翌年度以降も

続けば，原料費負担の増加により，当社の収支状況は，これまで以上に厳しいものに

なると認識しています。 

また，電力需給の面からみても，この夏に関して言えば，皆さまの省エネへのご協力

もあり，安定供給を確保することができましたが，やはり高経年火力の高稼働が依然  

として続いています。当社の火力発電所は，平成３０年代半ばには，運転開始後４０年

を超えるプラントが全体の５割に相当する５００万kWに達する見通しであり，計画外停止

などのリスクは年を追うごとに高まっていくものと懸念せざるを得ない状況です。 

もちろん，ＩＧＣＣなど最新鋭の火力発電開発も鋭意進めているところですが， 

安定供給を続けていくためには，現状，９割近くにもなる化石燃料依存の構造そのものを，

早急に変えていく必要があると考えています。 

さらに，１１月中には「パリ協定」が発効する予定であり，国内でも批准に向けた

動きが加速していますが，我が国が，国際社会の一員として地球規模での温室効果ガス

排出削減に貢献していくためには，再生可能エネルギーの導入に最大限取り組むことは

もちろん，原子力発電を含めた最適なエネルギーミックスを不断に追求していく必要が

あるのではないでしょうか。 

地球環境問題へも対応しつつ，中長期にわたり，お客さまに低廉で安定的な電気を

お届けするという当社の使命を果たしていくためには，安全確保を大前提とした原子力

の稼働が不可欠であると考えています。 

当社としては，原子力発電の安全性はもちろん，地球規模でのエネルギー問題や 

環境問題などについて，適切な情報発信や丁寧な対話活動に努めるなど，地域の皆さま

からご理解をいただけるような取り組みを，これからもしっかりと続けてまいります。

次に，電力の小売全面自由化への対応についてお話しします。自由化の開始から 

約半年が経過しましたが，当社の会員制ＷＥＢサイト「ぐっとずっと。クラブ」への

ご加入口数は１０月３日時点で３５万５千口程度，また，新しい料金メニューとして

展開している「ぐっとずっと。プラン」へのご加入口数は３５万１千口程度となりました。 

当社は，中国地域を基盤として，地域の皆さまに育てていただきながら事業を運営

してきたという原点を踏まえ，中国地域に根差して事業展開されている様々な企業さま

との業務提携を進めることで，競争を勝ち抜いていけるよう努めているところです。 

その結果，各企業の皆さまと価値観を共有し，業務提携という形でこれまで以上に強い

つながりを持てたこと，そして何より，それらを具現化してお届けしたサービスに 

対して，お客さまから確かな評価をいただけていることに，手応えを感じている  

ところです。 

１０月からも，新たな提携によるコラボレーションメニューやポイントサービスなどを

ご用意していますが，決して現状に甘んじることなく，お客さまの選択肢をさらに広げ，

引き続き当社をご選択いただけるよう，今後も努力を重ねてまいる所存です。 

以 上 


